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1．はじめに 

商業環境は，店舗の近接性や品揃えの抱負さ等の

様々な要素に依存し，それが十分に確保されない場

合，買い物の不便を招く．近年，買物難民と呼ばれ

る人々が存在する地域も増加しており，そのような

地域を発見し，現状の把握を行うためには，地域の

商業環境を定常的かつ定量的に評価する必要がある． 

その主な方法には，住民への購買行動・意識調査
1),2),3)がある．利用者の視点から詳細な評価が可能だ

が，実施・集計に多くの費用や時間を要するため，

より簡便で適用可能性の高い方法が提案されている． 

例えば，地域の店舗数や単位面積・人口当たりの

店舗密度 4), 5)，居住地から一定距離内の店舗数，最寄

り店舗までの距離に基づく評価がある 6),7)．これらは，

大規模な調査が不要で，結果の解釈も容易である．

しかし，前者は店舗の質的差異を考慮しにくく，後

者は着目する店舗が限定的であるなどの課題も残る．

また崔ら（2011）8)や酒井(2010)
 9)，Lee ら（2009）10)

 

 

 

 

 

は，店舗の質や近接性を総合的に評価する方法を提

案している．店舗の魅力と距離に基づく各店舗の利

便性注１）などから，実際の利用者感覚に近い評価を

実現している．しかし，これらの方法は例えば，追

加的な店舗出店に際し，評価が店舗数に比例する注 2），

店舗数の増加により評価が低下する注 3）場合がある

等，利用者の感覚に合致しない例も存在する．この

例では，店舗数の増加に伴い逓減性を示しつつも向

上し続ける，という評価がなされる方が自然である． 

これに対して，寺山ら(2013)11)はログサム変数を

用いた評価により，上記の課題の解消を図っている．

但しこの方法は，大規模な買物行動調査によるモデ

ル推定が必要で，簡便性の面で課題を有する． 

以上の問題点を踏まえ本稿では，各地域の商業環

境を簡便に評価する定量指標を提案する．具体的に

は，店舗の規模と分布から，各地域における店舗の

充足状況と安定性，店舗の立地重要性の評価を行う． 

 

Ⅱ．確率的効用理論に基づく商業環境指標の提案 

本章では，総充足度，安定度，重要度の 3 指標を

提案する．総充足度と安定度は地区ごと，重要度は

店舗ごとに定義される．安定度，重要度は総充足度
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による商業環境の直接的な評価を補完する． 

1 店舗の充足度指標 

ある地域が𝐾個の地区に区分され，その地域に𝑁個

の店舗が立地する時，店舗𝑖の規模を𝐴𝑖，店舗𝑖と地区

𝑘間の距離を𝑑𝑖𝑘，地区𝑘の住民が店舗𝑖を選択して得

る効用を𝑈𝑖𝑘とする．利用者は，𝑈𝑖𝑘が他店舗から得

る効用より大きい時に店舗𝑖を選択する．𝑈𝑖𝑘は観測

可能な非確率変数の𝑉𝑖𝑘と，観測不可能で確率変数の

𝜀𝑖𝑘の和で表され，𝑉𝑖𝑘には(1)式を用いるものとする． 

𝑉𝑖𝑘 = 𝛼𝑙𝑜𝑔𝐴𝑖 − 𝛽𝑙𝑜𝑔𝑑𝑖𝑘 （α, 𝛽はパラメータ）   (1) 

𝜀𝑖𝑘は𝑖，𝑘によらないパラメータ𝜇，𝜂 を持つ，(2)式の

同一で独立のガンベル分布に従うものとする． 

𝐺(𝑥) = 𝑒𝑥𝑝 [− exp {− (
𝑥−𝜇

𝜂
)}]  (−∞ < 𝑥 <  ∞)  (2) 

確定項𝑉𝑖𝑘が線形の時，𝜂を 1としても一般性が保たれ

る事が知られており 12）さらに𝜇を0と仮定注4)すると，

確率項𝜀𝑖𝑘の累積密度関数は，(3)式で表される． 

𝐹(𝑥) = 𝑒𝑥𝑝{−𝑒𝑥𝑝 (−𝑥)}             (3) 

以降では，𝜀𝑖𝑘を(3)式として扱い，店舗𝑖に関する確

率密度関数を𝑓𝑖(𝑥)と記載する．𝑈を確率変数である

𝑈𝑖𝑘の変域のうち，任意の確定値とすると，地区𝑘の

利用者が店舗𝑖から得る効用の期待値は，(4)式となる．

 𝐸𝑖𝑘（𝑈｜𝑈𝑖𝑘 = 𝑈）            (4) 

  = 𝑈 × 𝑓𝑖(𝑈 − 𝑉𝑖𝑘) × ∏ ∫ 𝑓𝑗
𝑈

− ∞
(𝑥 − 𝑉𝑗𝑘)𝑑𝑥𝑗∈𝐵,𝑗≠𝑖    

さらに，これを全ての 𝑈の値について考え，各店舗

が各地区に与える充足度𝐸𝑖𝑘(𝑈)を(5)式で定義する． 

          (5)                                    

利用者が選択しうる全店舗の𝐸𝑖𝑘(𝑈)の総和𝐸𝑘(𝑈)を，

地区𝑘における総充足度と呼ぶ．この指標は店舗の充

足性を評価し，近隣の店舗数が多く，大規模である

ほど値が大きい．但し，店舗数の増加に比してその

増加は逓減的である．また，店舗の規模が小さく，

地区𝑘から遠方にある時，𝐸𝑖𝑘(𝑈)は負の値を取りうる．

その場合，その店舗から得られる効用は 0 とする． 

2. 商業環境の安定度 

次に，前節で評価した商業環境の将来的な悪化可

能性の把握のため，その安定性を評価する．𝑄𝑖を店

舗iの充足度Eik(U)が総充足度Ek(U)に占める比率と

して，地区𝑘の安定度𝑆𝑘を(6)式で定義する． ただし，

𝐶をEik(𝑈)が正である店舗の集合，𝑛𝑐をその数とする． 

 𝑆𝑘 = −∑ 𝑄𝑖𝑙𝑜𝑔2𝑄𝑖
𝑛𝑐
𝑖∈𝐶             (6) 

安定度は地域の総充足度の値が等しい場合，その値

が少数店舗による場合ほど低い．一方で，選択可能

な店舗数が等しい時，総充足度の値が特定店舗に依

存する場合に低い．総充足度と併用すると，閉店に

伴う商業環境の悪化可能性の高い地域が把握できる． 

3. 店舗の重要度 

出店誘導・支援施策により商業機能の維持や再生

を図る際には，各店舗の立地評価も重要である．そ

の評価指標として店舗𝑖の重要度 𝑖を(7)式で定義する． 

 𝑖 = ∑ 𝐸𝑖𝑘(𝑈)𝑘                             (7) 

これは，各店舗が各地区にもたらす充足度の総和であり，

広範な地区の店舗の充足性向上に寄与する店舗ほど，

高い重要性を持つものとして評価される． 

  

Ⅲ 仮想都市を用いた指標の性質・有用性の検証 

本章では，既存の評価指標との比較を行いつつ，

本稿の各指標の性質や有用性を検証する．具体的に

は，店舗出店に伴う総充足度の逓減性と安定度の増

加，そして，店舗配置の差異を評価する上での重要

度の有用性を検証する．以下では，通産修正ハフモ

デル 13),14)に倣い，式(1)での𝛼を 1，𝛽を 2とする． 

以下に，総充足度との比較を行う既存指標を示す．

まず，崔ら(2011)や酒井(2010)での，各店舗の利便性

に基づく指標を，総利便性として以下で定義する． 

𝑈𝑘 = ∑
𝐴𝑖

𝑑𝑖𝑘
2

𝑛
𝑖                         (8) 

さらに Lee ら（2009）のような，利用者の効用の

期待値を，総期待効用として以下で定義する． 

𝐸(𝑈)𝐶 = ∑ 𝐴𝑖  𝑑𝑖𝑘
−2 ×

𝐴𝑖 𝑑𝑖𝑘
−2

∑ 𝐴𝑖 𝑑𝑗𝑘
−2

𝑗∈𝑩

𝑛
𝑖               (9)  

図 2 の仮想都市における①から⑧の各地点に売場

面積の等しい 8 店舗（図中黒丸，200 ㎡）が順に出

店し，さらにより小規模な店舗（図中，灰色丸，100

㎡）が出店する過程を考える．小規模店舗は 9-Ⅰと

9-Ⅱの 2 地点のいずれかに出店するものとする． 

図中星印の地点における店舗数と総充足度の安定

度，既存の各指標値の変化の関係を図 2 に示す．ま

ず，安定度は店舗数とともに増加する．また，同質

の 8 店舗の出店に関して，総充足度の増分は次第に

逓減するが，総利便性の値は店舗数に比例し，総期

待効用の値は 0.400 と一定である．さらに，小規模

店舗の出店で，総期待効用は 0.389へ減少している．  



また，対象地点の総充足度と安定度の値は，小規

模店舗が 9-Ⅰと 9-Ⅱのいずれに出店する場合も等し

く，店舗配置の差異を評価できていない．しかし，

図 1 を正方形の小地区が集合した地域とみなし，地

域における小規模店舗の重要度を計算すると，9-Ⅰ

では 7.129，9-Ⅱでは 5.567 となる．これは，前者へ

の立地重要性がより高く，複数地区を対象に重要度

を併用する事で，地域の店舗配置の違いを一定程度

考慮できる事を示している． 

さらに，店舗数の増加に伴う総充足度の逓減性の

妥当性を，ログサム変数との比較から評価する．ロ

グサム変数は(1)式の𝑉𝑖を用いると，(10)式で表される． 

𝐿 = 𝑙𝑛 (∑ exp (𝑉𝑖))𝑖                      (10) 

図 2 の①から⑧の地点に同規模の店舗が出店する場

合の，星印の地点における出店店舗数とログサム変

数，総充足度の各指標の値の増分の推移を図 3 に示

す注 6）．両者の指標値の増分ほぼ等しく，総充足度が，

既存店舗の有無や多少を考慮して，利用者にもたら

す効用をよく説明できていることを示唆している． 

 

Ⅳ 実データへの適用      

 本章では，実地域での評価を行う．店舗，地域のデ

ータには，それぞれ日本スーパー名鑑（商業界）に

掲載される 2005 年の食料品店注 7）のデータと 2 分の

1 地域メッシュデータを利用する．対象地域は，栃

木県の宇都宮市，益子町，茨城県の桜川市の 3 市町

とした．以下，各メッシュを地区と呼び，その中心

から店舗までの直線距離を地区・店舗間距離とし，

利用者は各地域内の店舗を利用すると仮定した． 

1. 各指標の分布に基づく地域の商業環境の評価 

図 4 に，各地域の総充足度の分布，図 5 に店舗の

立地・規模と店舗重要度の関係を示す．地域間比較

のため，重要度は各地域の地区数で基準化した． 

総充足度は各店舗の近隣で値が高く，店舗から離

れるに従い値は減少するが，店舗から同程度の距離

の地区では，その減少は，店舗規模が小さく，店舗

密度が低い地区ほど急である．また，宇都宮市では，

店舗周辺の地区のみならず，店舗から離れた地区で

の総充足度も高い．これは，宇都宮市内の利用可能

な店舗数の多さが総充足度に反映されている．また，

他店舗から離れて立地する店舗は，店舗密度が高い

地域の店舗と比べて，同程度の規模でもより重要性

が高い．一方で，店舗密度が高く，周辺により大型

の店舗が分布する場合には，同程度の規模を比較し

ても重要が高くない．重要度により，店舗密度の低

い地域では，小規模店舗でも相対的に重要性が高い

状況を定量的に視覚化できる事がわかる．  

次に，安定度の分布を図 7 に示す．店舗の多い宇

都宮市では全体的に安定度が高い一方で，他の 2 市

町では値が低く，地域全体の店舗が多いほど，各地

区の商業環境が安定する傾向が窺える．そのような

地域では，各地区の商業環境が複数の店舗により支

えられるため，閉店に伴う商業環境の急激な悪化は

起こりにくいが，店舗の少ない地域では少数の店舗

に商業環境が依存し，一店舗の閉店でも急激な環境

悪化を招きうる．また，店舗に近い地区ほどより商

業環境が安定している．これは，店舗に近い地区の

商業環境が各店舗に大きく依存するためである．店

舗規模が大きいほど，この商業環境の不安定な地区 

は広範に分布し，その閉店の影響が特に店舗密度の

低い方向にある地区で深刻なことが予想される． 

2．各指標の感度分析 

本節では，(3)式のパラメータの感度分析を行う．

 𝛼が 1.0の時，𝛽は 1.0~2.5の範囲にあるとされる 15）．

本稿では，𝛼を 1.0，𝛽を 1.0~3.0 として分析を行う．

各地区の総充足度，安定度，店舗重要度を順位化し，

Spearman の順位相関係数により，𝛽が2.0 の場合の結

果との比較を行ったものを示す(表 1）．距離抵抗が

1.5~3.0 の間では各指標値の分布傾向は概ね同等で 

図 1仮想都市の条件設定    図 2店舗数と各指標の値 

 

表 1  𝛽の値と順位相関係数 

     

総充足度 安定度 店舗重要度
1.0 0.989 0.795 0.947
1.5 0.997 0.958 0.985
2.0 1.000 1.000 1.000
2.5 0.998 0.981 0.989
3.0 0.994 0.949 0.974

距離
抵抗
β

各格子の１辺

は 10km を想定 

図 3  

追加出店した店舗数と 

各指標値の変化 
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図 4  各地区の総充足度と各店舗の規模・重要度 

図 5  各地域における店舗分布と安定度の関係 

 

あり，一方で𝛽が 1.0 の場合には，それがやや変化し

うる可能性があるといえる． 

 

5. まとめと今後の課題 

本稿では，商業環境を多面的に評価するため，確率

的効用理論に基づく 3 つの定量指標を提案し，その

性質，間分布の特徴やその有用性の検証を行った．

今後は，特定の 1 店舗に依存する地区の把握や，地

域の重要店舗の閉店影響等の複数指標を組み合わせ

たより詳細な分析，道路距離や店舗利用圏の設定な

どの要素を組み込む事で，実際の消費者の行動をよ

り反映する事で，モデルの改善を図っていきたい． 
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注 

注 1)  𝐴𝑖を店舗𝑖の魅力，𝑑𝑖𝑗を店舗𝑖と地点𝑗間の距離，𝛼，βをパラ 

メータとして地点𝑗での店舗𝑖の利便性を，𝐴𝑖
𝛼/𝑑𝑖𝑗

𝛽
と表すもの． 

店舗の質に応じて増加し，地域からの距離に応じて減少する． 

注 2) 利用者から同一距離の地点に複数の同質の店舗が順次出店 

する時に起こる．各店舗を互いに独立した存在とみなし，他店 

舗の立地による影響を考慮しないため． 

注 3) 利用者から同一距離の地点に，より小規模な店舗が出店す 

る時に起こる．店舗の選択確率を考える際，規模や距離など， 

観測可能で確定的な要素のみで利便性を定義するため． 

注 4) 店舗の選択確率には影響を与えず，実際には推定が困難で 

あるため，一般的にロジットモデルにおいてよく用いられる， 

ガンベル型の標準一般極値分布の形をとるようにした． 

注 5) 指標の性質の検討のため，総充足度に負値を許容した．  

なお，Ⅳでは，全ての地区と店舗の組で充足度が正である． 

注6) 日本スーパー名鑑で，食品主体（食料品が売上高 15%以上） 

の店舗かつ売場面積，位置情報が記載された店舗が対象． 

注 7）日本スーパー名鑑において，食品主体（食料品が売上高の 

15%以上）の店舗であり．分析対象は売場面積，位置情報の両 

方が記載された店舗とした． 
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